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高齢者と若者が協働してフレイルを学ぶ、
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要旨：【目的】本研究の目的は、ICT（Information and Communication Technology）を活用して高齢者と大学生とのフレイル
予防に関する地域診断を題材にした交流を通じて、高齢者のフレイルへの関心やその予防に関する知識の向上を促す交流プログ
ラムの開発とその効果を明らかにすることを目的とした。【方法】11名の地域高齢者グループと３名の学生グループをビデオ会
議システムで接続し、ワークブックの作業を通じてフレイル予防やそれに関する地域の現状を理解する５回のプログラムを開発
した。介入前後にフレイル及び地域とフレイル予防の理解を尋ねる質問のスコアと、地域社会への態度尺度及び健康に関係する
自己効力感尺度でその効果を評価した。【結果】すべての対象者がプログラムを完遂した。フレイル予防に関わる基本的知識に
ついては、すべての項目で有意に向上した（p=0.010-0.039）。地域とフレイル予防については、教育、福祉サービス、情報収集
及び費用の理解において有意に向上した（p=0.002-0.010）。また地域社会への態度尺度（p=0.011）及び健康管理に関する自己効
力感（p=0.013）も有意に向上した。【考察】世代間交流、ICT、地域診断の手法を取り入れて開発した本プログラムは、フレイ
ル予防の理解が深まるばかりではなく、地域への協同志向や自己効力感も向上させうる。
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Ⅰ．目的
　団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となる2025年
を迎え、国民の医療や介護の需要の増加やそれらの
担い手の不足が危惧されている１）。このような社会
情勢の中、我が国では住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提
供される地域包括ケアシステムの構築を目指してい
る２）。
　介護を必要とされる高齢者の増加の抑制や介護保
険の利用開始の時期をできるだけ延長することは、
地域包括ケアシステムの構築とその持続において重
要事項であり、このような観点から各自治体や地域
住民自身が介護予防やフレイル予防といったキー
ワードで活動を行っている。介護予防活動のモデル
としては、介護保険制度における介護予防/生活支
援サービス事業通所型サービスＢ（住民主体による
支援）、一般介護予防事業による支援が対象となる
介護予防に資する住民運営の通いの場作りや市町村
独自の介護予防のための教室や体操などがあり３）、
それぞれ地域の特性や地域住民の考え方・都合など
により様々な活動が展開されている。2025年８月現
在、前橋市を例に挙げるなら、「ピンシャン！元気
体操」の実施を軸に地域住民が担う介護予防サポー
ターが中心となって老人保健センターや総合福祉会
館で行われる介護予防のためのグループ活動や「ふ
れあい・いきいきサロン」などがある４）。前橋市を
はじめ、多くの市町村が一般介護予防事業を財源に
地域での介護予防活動に理学療法士等の専門家の派
遣などを通じて、地域住民の自主的な介護予防活動
を支援する体制が整っている。
　地域住民のフレイル予防・介護予防を目的とした
自主グループ活動には、栄養、運動、社会参加を三
位一体として実施するフレイル予防活動５）、介護予
防や健康増進に関わる体操をツールとしてそれらの
実践や指導者・支援者として高齢者が学び合うプロ
グラムを体系化したフレイル予防活動６）７）などが
知られている。特別なプログラムとしては、地域保
健モデルであるCAP（Community As Partner）に
基づく介入によって地域における役割期待の認知を
促す住民主体フレイル予防活動支援プログラムがあ

る８）。一方、2019年から2020年にかけての新型コロ
ナウイルス感染症の流行により、地域における通い
の 場 の 活 動 が 大 き く 制 限 を 受 け た が９）、ICT

（Information and Communication Technology）の
活用は通い場の運営や専門職のサポートのあり方に
新しい流れを作り、Webビデオシステムを活用し
たプログラムも考案された10）。
　一方、地域社会での介護予防活動は共助・互助の
精神から高齢者が中心となることが多いが、高齢者
が地域の子どもや若者との様々な交流を通じた世代
間交流型ヘルスプロモーションプログラムの試みが
以前より行われており、孤独感の軽減や幸福感の向
上、地域共生意識および体力の一部に効果がみられ
たとも報告されている11）12）13）14）。
　フレイル予防活動は個人―地域―社会の広がりだ
けではなく、新しい概念、ICTの活用、多世代参加
といった多次元での広がりを示しているといえよ
う。
　このような背景を踏まえ、我々は地域診断手法と
世代間交流を包含した新たなプログラムを開発する
ことを考えた。ICTを活用して高齢者と大学生との
フレイル予防に関する地域診断を題材にした交流を
通じて、高齢者のフレイルへの関心やその予防の知
識の向上を図る交流プログラムの開発を行うこと、
さらに具体的なフレイルに関する知識習得度、フレ
イル改善のための行動変容ステージ、具体的なフレ
イル予防行動の評価により、高齢者のフレイル予防
活動に与える影響を明らかにすることを本研究の目
的とした。

Ⅱ．対象
　群馬県前橋市Ｍ地区の住民に担当民生員を通じて
参加を呼びかけた。学生グループは、呼びかけに賛
同した医療福祉系大学生３名（第１学年女性３名）
とした。プログラムの参加に当たっては事前のフレ
イルに関する教育は実施しなかった。選択基準とし
ては、高齢者グループ、学生ボランティアとも本研
究の趣旨に賛同するもの（原則、５回すべてのプロ
グラムに参加を希望するもの）とし、除外基準は精
神／心理的な理由からプログラムの参加が難しいも
のとし、特段の身体的条件は設けなかった。
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　本研究は高崎健康福祉大学研究倫理委員会の承認
を経て（承認番号第2401号）、臨床試験登録システ
ムUMIN-CTRに登録したのち実施した（登録番号 
UMIN000054829）。高齢者グループおよび学生グ
ループとも、研究を実施するにあたり研究について
の概要を口頭と研究説明書を用いて説明し、書面に
よるインフォームドコンセントを得た。

Ⅲ．方法
プログラムの概要
　高齢者グループはフレイル予防活動への関心を高
めること、学生グループは高齢者の理解を目的に、
両グループをビデオ会議システムで接続した60分×
５回の交流プログラムを開催した（図１）。
　プログラムとその内容の開発方針は、①フレイル

図１　プログラムの概念図

に関する話題提供から始まり、フレイル予防活動の
関心が高まったことを確認するまでを５回に分けて
行うこと、②ご自身の心や体の状態について関心が
高まることを含む、③地域への関心を高めるために
対象者がお住まいの地域について調査・整理するこ
とを含む、とした。また、フレイル予防や地域の状
況を認知しやすくし、「対象者同士が自然に意見交
換できるよう、自由記述形式の“問い”を用意した。
　プログラムは、高齢者グループ側と学生グループ
側を１対１のビデオ会議システムで接続し、共通の
ワークブックを用いて各講で設定されたタスクを実
施したり、その結果や感じたことなどの意見交換を
行い、相互に共有する機会を設けた。

プログラムの実施と進行管理
　高齢者グループ側と学生グループ側にそれぞれ研
究者を配置し、プログラムの進行を行った。主に高
齢者グループ側がホストとなりプログラムを進行し
た。研究者であるアソシエーターがそれぞれのグ
ループについて進行の中心的役割を行った。ビデオ
会議システムはZoomビデオシステム（Zoom Video 
Communications, Inc., アメリカ合衆国）を利用し

た。当初、各グループとも３〜４名の参加者を見込
んでいたが、高齢者グループの参加者がその予想を
上回ったため、高齢者側はカメラを高い場所に設置
して参加者全体を撮影した。スピーカービューやス
ポットライト機能は操作が煩雑となりプログラムが
遅延する可能性があったため今回は利用しなかっ
た。

ワークブックの作成
　本研究では、本研究の研究者１名が参加した地域
保健モデルであるCAPに基づく介入研究で用いら
れたワークブックを、他の著者に許可を得たうえで
改変して使用した15）16）。オリジナルは10回のプログ
ラムであったが、本研究の目的に合わせて必要な部
分を抽出・改変し、５回分のワークブックを作成し
た。なおオリジナル原稿は東京都健康医療センター
研究所のHPにて広く一般に公開している17）。ワー
クブックは５回のプログラムの進行を事前に決めて
おき、進捗や対象者の状況を考慮しながら、掲載内
容や添付資料を毎回調整しながら作成した。具体的
内容を次に簡潔に示す。またその代表的なページを
図２に示す。
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図２　ワークブックの内容
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第１講　自己紹介・話題提供・課題提示
　フレイルについての話題提供を行った。フレイル
についての解説を簡潔な文章、図表で構成し、実施
後に振り返りが容易であるように工夫した。これら
の話題について、ワークブック内に記述式の“問い”
を用意して記載することで考えをまとめていただい
たのち、意見を述べ合うことができるように設定し
た。

第２講　�自分を知る（フレイルや転倒などの自己診
断）

　自身のフレイルの状態を調べるために、フレイル
の評価について話題提供を行った後、基本チェック
リストと歩行速度、握力の測定を行った。これらの
結果を自身のワークブックに記録するタスクを設定
した。

第３講　地域のフレイルの現状を知ろう
　ご自身の地域の高齢者や介護の状況について関心
を高め、自身のフレイル予防の必要性について意識
を高揚させる目的に、地域の人口動態、介護認定の
推移、介護保険料などの統計情報を提供し、それら
をワークブックに転記してもらった。統計情報は、
前橋市が制定した「まえばしスマイルプラン」～老
人福祉計画・第９期介護保険事業計画18）より作成
した。また自治体より、同市が実施している事業で
得られた歩行速度、握力、基本チェックリストの各
項目の全地域および当該地域の平均値の提供を受
け、これらを比較対象として、第２講で測定した自
身の歩行速度と握力との比較を行うタスクを設定し
た。最後にこれらの結果について振り返りを行って
もらった。

第４講　地域のフレイル予防の資源を知ろう
　フレイル予防活動への具体的なアクセス方法を提
供し、その活動開始を容易にする目的でお住まいの
地域におけるフレイル予防活動に関わる情報提供
を、ワークブックを通じて行った。前橋市では介護
予防・日常生活支援総合事業についてパンフレッ
ト４）を作成して、広く住民に情報を提供している。
本講ではこれを用いてお住まいの地域で行われてい

る介護予防事業を認識してもらうためのタスクを設
定した。また近隣の地域包括支援センターと地域住
民が運営するサロンについての情報を提供し、それ
らをワークブック内の地図にマーキングするタスク
を設定した。

第５講　フレイル予防のための活動をやってみよう
　フレイル予防活動について、その活動意義と内容
について理解と関心が高まるような情報を提供し、
“問い”を通じてフレイル予防活動について意見が述
べ合えるようなタスクを設定した。

事前事後評価
　事業実施前後に自記式アンケートによる評価を
行った。基本属性として、性別、生年月日、年齢、
地域、介護保険の認定状況、併存症（高血圧、脳卒
中、糖尿病、高脂血症、神経筋疾患、変形性股関節
症、変形性膝関節症、骨折既往、認知症、慢性閉塞
性肺疾患、その他の呼吸器疾患）を尋ねた。次に事
前事後評価として、フレイル予防に関わる基本的知
識、お住まいの地域とフレイル予防について、行動
変容ステージモデルにおけるフレイル予防活動のス
テージ、地域への態度、自己効力感について伺った。
なお、「フレイル予防に関わる基本的知識」、「お住
まいの地域とフレイル予防について」、の２つの質
問群は先行研究の評価項目を一部改変して用い
た16）。
　フレイル予防に関わる基本的知識としては、（１）
フレイルとは、（２）なぜ、フレイル予防が必要な
のか、（３）我が国のフレイルの原因について、（４）
フレイル予防のための具体的方法について、（５）
地域高齢者のためのフレイル予防活動の実践方法に
ついて、設問を用意しそれぞれその理解度を５件法

（“よく理解している”；５点～ ”全く理解していな
い”；１点）で伺った。
　お住まいの地域とフレイル予防については、（１）
お住まいの地域の特性について、（２）高齢者の動
態について、（３）地域包括支援センターについて、

（４）フレイル予防（介護予防）に関わる教育につ
いて、（５）フレイル予防に関わる福祉サービスに
ついて、（６）お住まいの地域の生活しやすさ・し
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にくさについて、（７）お住まいの地域の公共交通
機関について、（８）フレイル予防のための情報の
集め方について、（９）フレイル予防にかかる費用
について、（10）フレイル予防に効果的な活動につ
いて、（11）フレイル予防に関する地域の課題につ
いて、設問を用意しそれぞれその理解度を５件法

（“よく理解している”；５点～ ”全く理解していな
い”；１点）で伺った。
　行動変容ステージモデル19）におけるフレイル予
防活動のステージについては、フレイル予防活動に
関して、（１）活動に関心がない、（２）６ヶ月以内
に活動するつもりはない、（３）６ヶ月以内に活動
するつもりだが、１ヶ月以内に活動するつもりはな
い、（４）１ヶ月以内に活動するつもり、（５）活動
して６ヶ月以内、（６）活動して６ヶ月以上の６段
階で該当する段階を回答してもらった。
　介護予防活動においては行政による制度や支援の
整備も重要であるが、地域に在住する当事者である
高齢者が介護予防に関わらず地域をより良くした
い、地域を自分自身で支えようといった意識が重要
であると考えられる。そういった地域に対する意識
や態度はコミュニティー意識と定義されるが、本研
究においてはこのコミュニティー意識を評価する方
法として地域社会への態度尺度20、21）を用いること
とした。地域社会への態度尺度は２つの下位尺度（積
極性－消極性、協同思考―個人志向）とそれぞれに
５つの設問があり、加点が高いほど地域への積極性、
協同志向が強い。対象者に「そう思う」から「そう
思わない」の５件法で尋ね、下位尺度ごとと合計点
を算出した。
　介護予防活動の効果検証については、身体機能の
評価のほか様々な健康に関係する自己効力感が向上
することが報告されている22、23）。そのため本事業に
参加することで健康に関する自己効力感が改善する
と推察されたため、地域高齢者における健康管理に
関する自己効力感を評価した。評価には、尾形らが
作成した「生活支援デイサービス参加高齢者の自己
効力感評価指標24）」と横川らの「地域高齢者の健康
管理に対するセルフエフィカシー尺度25）」を用いた。
この２つは共通する質問項目が多数であるため、そ
れぞれの質問項目を包含した23項目について、「非

常に自信がある」から「全く自信がない」まで、４
件法にて尋ね、各尺度の項目で加算して評価値を算
出した。

統計学的分析
　連続変数は平均値（標準偏差）で、カテゴリー変
数は人数（％）で表記した。介入前後の比較は、各
変数についてShapiro-Wilk検定にて正規性を確認
し、正規分布している場合はスチューデントt検定
を、正規分布していない場合はWilcoxon符号付順
位和検定を用いた。またそれぞれの項目ごとに効果
量を算出した。統計処理にはSPSS ver.29.0（IBM 
Corp.）を用いた。

Ⅳ．結果
　参加者は男性７名（77.9±7.3歳）および女性４名

（79.8±5.6歳）で、全員が自宅から会場まで徒歩で
来場した。併存症の内訳は高血圧４名、脳卒中１名、
糖尿病１名、高脂血症１名、骨折経験１名であった。
継続率は100％で脱落したものはいなかった。
　介入前後に尋ねたフレイル予防に関わる知識につ
いての理解度の結果を表１に示す。フレイル予防に
関わる基本的知識については、すべての項目におい
て介入後にその得点が有意に上昇した（p=0.010-
0.039）。一方、地域とフレイル予防に関わる設問に
ついては項目ごとに違いがあり、（４）フレイル予
防（介護予防）に関わる教育について（p=0.010）、（５）
フレイル予防に関わる福祉サービスについて

（p=0.006）、（８）フレイル予防のための情報の集め
方について（p=0.009）、（９）フレイル予防にかか
る費用について（p=0.002）において有意に得点が
上昇した。
　行動変容ステージモデル19）を適応したフレイル
予防活動に関するステージの結果を図３に示す。ス
テージについては介入前後において有意な差は認め
なかった。すでに活動しているものがもともと６名
おり、２名が１段階以上低下した。また関心がない
と回答したものも２名いた。なお延べ４名が介入前・
後のいずれかまたは両方とも無回答であった。
　地域社会への態度尺度と自己効力感に関わる尺度
の結果を表２に示す。地域社会への態度尺度におい
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表１　介入前・介入後の各項目の得点
項　　　目 介入前 介入後 p 効果量

フレイル予防に関わる基本的知識
　（１）フレイルとは 3.5（0.8） 4.1（1.0） 0.034 0.64
　（２）なぜ、フレイル予防が必要なのか 3.7（1.2） 4.5（0.7） 0.039 0.62
　（３）我が国のフレイルの原因について 2.3（0.5） 3.2（1.0） 0.024 0.68
　（４）フレイル予防のための具体的方法について 2.9（0.9） 3.8（0.9） 0.014 0.74
　（５）�地域高齢者のためのフレイル予防活動の実践

方法について 2.7（0.9） 3.8（0.8） 0.010 0.78

お住まいの地域とフレイル予防について
　（１）お住まいの地域の特性について 3.0（1.1） 3.7（0.5） 0.068 0.55
　（２）�高齢者の動態（数、高齢化率、フレイルの割

合いなど）について 2.8（0.9） 3.5（0.8） 0.070 0.55

　（３）地域包括支援センターについて 3.1（1.1） 3.7（1.2） 0.165 0.42
　（４）�フレイル予防（介護予防）に関わる教育につ

いて 2.7（0.9） 3.8（0.6） 0.010 0.78

　（５）フレイル予防に関わる福祉サービスについて 2.1（0.9） 3.5（0.8） 0.006 0.83
　（６）�お住まいの地域の生活しやすさ・しにくさに

ついて 3.5（0.8） 3.7（0.7） 0.317 0.30

　（７）お住まいの地域の公共交通機関について 3.4（1.1） 3.9（1.0） 0.059 0.57
　（８）フレイル予防のための情報の集め方について 2.5（0.7） 3.6（0.8） 0.009 0.78
　（９）フレイル予防にかかる費用について 2.0（0.7） 3.1（0.6） 0.002 0.92
　（10）フレイル予防に効果的な活動について 3.0（1.0） 3.7（0.7） 0.058 0.57
　（11）フレイル予防に関する地域の課題について 2.8（0.9） 3.4（0.7） 0.124 0.46
各項目の回答はよく理解している（５点）～あまり理解していない（１点）で換算した。一部、未回答・不
完全な回答者を含む。
平均値（標準偏差）

図３　行動変容ステージモデルを適用したフレイル予防活動に関するステージの変化
介入前から後の回答の変化を示している。●は完全な回答のもの、〇は介入前・後のいずれかが無回答だったものである。１名
が完全に未回答であった。
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ては下位尺度「積極性」においては有意な変化を示
さなかったものの、「協同志向」においては有意な
得点の上昇が、さらに合計点においても有意な得点
の上昇を認めた（p=0. 005, 0. 011）。
　地域高齢者の健康管理に対するセルフエフィカ
シー尺度においては、介入前後で有意な変化を示さ
なかったものの、生活支援デイサービス参加高齢者
の自己効力感指標においては、下位項目の「生活維
持」および「生活活性化」について、さらにこれら
の合計点においても有意な得点の上昇を認めた

（p=0. 023, 0. 011, 0. 013）。
　なお、行動変容ステージモデルにおけるフレイル
予防活動のステージについては欠損値が多く解析が
困難であった。

Ⅴ．考察
　本研究の参考とした、河合・西田らの介入プログ
ラム「みんフレ」はCAPモデル26）に基づき、フレ
イルを知るための学習、地域課題の抽出、体験期の
３相を10回のプログラムに振り分け、約３か月に
渡って行った介入研究である。その対象者は長期縦
断研究の継続した参加者から抽出された比較的健康
意識が高いグループであったものの、プレフレイル、
フレイルといった虚弱のものに限ったためか脱落率
は20％超であった。今回、我々は地域のサロンなど
を利用する高齢者を対象者として想定したため、負
担が増えないように期間を短縮することやビデオ会
議システム以外の特別な機材や専門家にできるだけ
頼らないプログラムを検討した。そのため全５回に

表２　地域社会への態度尺度及び各自己効力感尺度の結果
項　　　目 介入前 介入後 p 効果量

地域社会への態度尺度
　積極性 11.0（4.2） 11.4（3.6） 0.573 0.17
　協同志向 11.1（1.8） 16.5（3.4） 0.005 0.85
　合計 22.1（4.0） 35.1（5.7） 0.011 0.77
地域高齢者の健康管理に対するセルフエフィカシー尺度 44.2（8.1） 48.1（8.1） 0.052 0.59
生活支援デイサービス参加高齢者の自己効力感指標
　生活維持 21.5（3.5） 23.7（3.2） 0.023 0.69
　生活活性化 26.9（3.9） 30.1（4.5） 0.011 0.76
　合計 48.6（7.2） 54.1（7.7） 0.013 0.75
平均値（標準偏差）

フレイル予防活動への参加の意欲や行動変容ステー
ジモデルにおけるステージが上昇するような、フレ
イルに関する知識、自身の心身の状態、地域への関
心などが高まる内容を盛り込むことを目指した。
　今回の介入では、フレイル予防に関する理解度は
各項目とも有意に上昇し、対象者の多くは自身のフ
レイル予防に関する知識や理解度が向上したと感じ
たようである。これは第１講において、フレイルに
関する知識を高めるための内容が充実しており、ま
た第２講や第３講において、自身の心身機能を測定
し地域データと比較することが良好な反応につな
がったと思われる。これは河合・西田らの結果と一
致した。一方で、地域とフレイル予防に関する理解
度の変化はやや異なっていた。河合・西田らの介入
では、高齢者の人口動態、お年寄りセンターについ
て（地域包括支援センターに該当）、介護予防に関
わる教育、効果的な活動、地域課題などで有意に理
解度が高まったが、本研究においてはそれが限られ
た。これは本研究が５回にプログラムを短縮するた
めに地域診断に関わる活動を圧縮したからだと考え
られる。
　我々の介入によってフレイル予防活動が地域活動
の一環として関心が高まるとするならば、地域への
かわり方に関して何らかの心理的変化を認めるので
はないかと考えた。それを観察するために、村山ら
が開発した地域社会への態度尺度20）21）を評価尺度
として用いた。この評価法は、田中ら27）のコミュ
ニティー意識を測定する尺度をもとに、項目を現在
に合致するように修正したものである。その結果、
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下位項目の協同志向と合計点で有意に点数が上昇し
た。村山らによるとこの「協同志向」は地域社会の
成員としての自覚に基づき，地域社会という全体的
な集合の場を重視すること、としているが、我々の
プログラムはこれらの意識が高まったといえる。
我々のプログラム第５講ではその内容が地域活動へ
の参加を様々なフレイル予防に関連付けて奨励する
内容が含まれていたことも関係するかもしれない。
　また本研究では健康に関する自己効力感について
も、地域高齢者の健康管理に対するセルフエフィカ
シー尺度25）と生活支援デイサービス参加高齢者の
自己効力感指標24）という２つの尺度を用いて尋ね
た。その結果、生活支援デイサービス参加高齢者の
自己効力感指標については、２つある下位項目であ
る「生活維持」「生活活性化」双方と、合計点にお
いて有意に向上し、健康にかかわる自己効力感が増
したことがわかった。この指標は、介護予防・生活
支援事業を行っていく場合を想定した自己効力感の
評価ツールであるが、介護予防やフレイル予防を直
接訪ねている質問項目はない。それにもかかわらず
向上したのは、今回の介入を通じて得られた様々な
フレイル予防に関わる情報や自身の身体能力の認識
が高まったことが要因ではないかと推察された。
　高齢者との世代間交流プログラムには、絵本の読
み聞かせや手遊びといった子どもとの活動11）12）に
加え、青年との社会活動や文化活動13）14）など、さ
まざまな形態が報告されている。本研究では、高齢
者と若者が協働してフレイルについて学ぶという課
題を設定し、これを世代間交流の介入手段として用
いた。その結果、フレイルに対する理解といったア
ウトカムと直接的に関連する課題であったことか
ら、一定の介入効果が示唆された。一方で、擬似的
な孫との交流やビデオゲームを用いたプログラムに
みられるような、反復性を伴う楽しさや娯楽性を、
本研究で扱った「フレイル予防」というテーマに付
与することは容易ではない。この点は、介入の継続
性を検討する上での重要な課題であると考えられ
る。
　本研究の限界として、まず対象者が少数・一地域
であったことが挙げられる。本プログラムのアウト
ラインを一般化するには、さまざまな地域のバー

ジョンのワークブックを作成して介入を行い、知見
を蓄積する必要がある。我々の介入によりフレイル
予防活動を行うといった考えや具体的行動の変化が
起こることを期待した。行動変容ステージモデルを
もとにフレイル予防活動のステージを尋ねたが、介
入前後では統計学的には有意な変化を認めなかっ
た。もともと活動を行っているものもいたこと、こ
の設問については無回答者が多かったことが影響し
た。また、行動変容ステージという概念自体の理解
が、対象者にとって十分でなかった可能性も考えら
れる。一方で、一部の参加者では活動への関心がむ
しろ低下した事例もあり、プログラム内容について
は更なる改良が必要と考えられる。
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